
イラン戦争による物価高・資材不足解決のための緊急対策を求める意見書 

 

イラン情勢が暮らしと経済に重大な影響を与えている。 
米国とイランによる停戦合意はなされたものの、ホルムズ海峡の封鎖解決はいまだ先が見えな

い状況である。 

日本政府は米国とイスラエルに対し停戦の確実な実行と再攻撃を行わない保証のもとで国際社

会と連携した外交努力を引き続き強めなければならない。 
同時に、物価高・資材不足は、市場任せ、個別対応にとどまらず、暮らしと営業を守るための

迅速かつ抜本的な対策が必要である。 
政府はこの間、資材などは『足りている』とのメッセージを繰り返しているが、現場の実態と

はあまりにも乖離している。 
よって本市議会は、政府に対し、現状を直視し、以下の通り緊急に必要な手だてを講じること

を求める。 
記 

１、暮らしと経済への大胆な支援策を緊急に実施することのできる補正予算の編成を行う。 

２、医療、食糧、交通・物流、建設、農業など国民生活に欠かせない分野での調達を確保する。 

３、コスト上昇や円安による困難から中小企業と雇用を守る。 

４、原油及び石油製品の需要を正確に把握し、供給と価格の安定に責任をもつ。 

５、石油由来の燃料や原材料の需要抑制対策に取り組むとともに、中長期の視点にたった

省エネ・再エネの抜本強化をただちに進める。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

令和８年６月 25 日 

松　原　市　議　会


